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はじめに
　国際関係に関わる従来の諸領域において、これまで中心的であった政治外交お
よび軍事安全保障に加えて、近年、文化領域に対する注目が高まっている (1)。そ
の背景には公然とした軍事力が国家の影響力を高めるとは限らない局面が増えて
きたことや、そうした状況と連動して外交における「前提としての認識の文脈」
の重要性が戦時だけではなく平時においても効果的であるという考えが強まって
きたことがある。広報外交（パブリック・ディプロマシー）を見直そうとする議
論やソフト・パワーにかかわる議論もそうした中から出てきているといえる (2)。
　しかし、国際関係論におけるこれらの分析や議論の枠組みはなお明確なもので
はなく、用語の定義自体も統一性がとれているとはいいがたい。そこで国際関係
における対外文化政策を一つの政策領域として認識し、整備していく知的営みが
多角的方面からなされることが必要とされている。そのアプローチの一つが国際
関係史の枠組みで、対外文化政策を史的に再検討することである。というのも広
い意味で文化領域に属す政策は今に始まったものではないものの、それぞれの史
的事例が各々個別の問題関心から検討されてきたため、必ずしも対外関係の説明
の主軸には据えてこられなかったためである。
　また国際関係における文化領域の議論がまとまった形でなされてこなかった別
の要因として、対外文化政策の担い手の主体が国家と非国家が混在していること、
場合によっては融合していることを指摘できる、こうしたことから、相互の事例
研究間で分析の視座にしばしば錯綜が見られる状況を生み出している。
　以上の状況に鑑みて、これまで蓄積があるプロパガンダ史やインテリジェンス
史研究、また非政府レベルの国際交流史の研究など、文化領域における豊穣な実
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証研究を文化政策の視点から史的文脈で再検討することが求められていると同時
に、対外文化政策という視点から新たな事例の実証研究の豊穣化が必要となって
いる (3)。
　そこで、本稿ではそのためのささやかな試みとして、イギリスの戦後直後の対
外文化政策の一側面を考察することにより、対外文化政策の今後の可能性につい
ての手がかりを探ることをめざしたい。ここで焦点を当てるのは、冷戦の文脈に
おける対外文化政策であり、特に冷戦が公然化する以前から見られた反共目的の
政策である。イギリスは戦後、軍事能力の明白な弱体化とそれに伴う世界的影響
力の低下によって、可能な限り低予算での影響力保持の方法を模索していた。そ
の中で有力視された一つの分野が情報分野に関する政策であった。
第１節　戦後対外文化政策の系譜：文化関係局（CRD）の創設
　戦時中、外務省の外交官たちは、戦後、ソ連との協調関係に関してしばしば楽
観的な見方をとることがあったのに対して、軍部はソ連との関係をより悲観的に
描いていたことは、これまでに指摘されているところである (4)。しかし無論のこ
と外務省のすべてが対ソ楽観認識のもとに動いていたわけではなく、戦争遂行
のためのプロパガンダ機関とは別に、1943 年頃から、藝術を中心とした文化交
流や社会的市民交流をより政治的に制御するための部局を立ち上げる動きが起こ
り、この組織は 1945 年に文化関係局（Cultural Relation Department; CRD）と命名
され本格的な活動を始めた (5)。同組織が活動対象とした領域は、すでに設立され
ているブリティッシュ・カウンシルがカバーするものであったが、ブリティッ
シュ・カウンシルは政治から独立していることを建前としており、公然と政治と
関連させることが難しかったため、新たな部局が設立されたのである (6)。この部
局は、特にソ連側の関与が見られる様々な文化交流に関わる組織の調査に着手し、
その多くの国際的組織や国際的運動がソ連側の思想的影響力を高める企てに関与
しているとの判断を下している (7)。
　こうしたことから CRD は、国際的人的交流の組織を媒介としたモスクワ指令
による共産主義の拡大を阻止することに尽力する部局となっていった (8)。こうし
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た役割を CRD がもつようになる背景には、モスクワ駐在イギリス大使クラーク
＝カー（Archbald Clark-Kerr）の本国への度重なる要請があった。戦後、ヨーロッ
パ地域では国境を越えた若年層の移動や、労働者層の国際的な移動が増大するこ
とが予測されており、これに関係する国際組織にソ連の影響力が浸透する可能性
があるとクラーク＝カーは警鐘を鳴らしている。これら人の移動に関わる組織に
ソ連の影響力が浸透すれば、ソ連はこれを対外政策の道具とするであろうし、し
かもこれは官製の組織ではなく市民主導の体裁をとっているがゆえに、根を張っ
てしまってからでは通常の対外政策ではその影響力を除去することが困難になる
であろうとしている (9)。
　情報関連政策を含めたイギリスの対外文化政策に対しては、戦時中のあから
さまなプロパガンダの経験から、戦後においてもそうした活動を行うことへの
抵抗感を示す声が多く (10)、戦争が終わると、こうしたプロパガンダはいったん
解体される。戦時中のプロパガンダにおいて活躍した特殊作戦執行部（Special 
Operation Executive; SOE）や政治戦争執行部（Political Warfare; PWE）を断絶な
く戦後組織に改編することは表立っては行われず、1948 年になってからアトリー
政権は躊躇しつつ戦後広報外交の基軸となる情報調査局（Information Research 
Department; IRD）の創設に合意した (11)。CRD は、こうした戦時中の発達した情
報機関が戦後改編再開するまでの期間、IRD とは異なる系譜から 1945 年に活動
を開始したのである。CRD は広義の文化領域、中でも若者の越境的国際組織や
活動にその活動対象の焦点を合わせた (12)。
　その他の戦後のイギリスの対外文化政策のための組織は、1930 年代に力を入
れられた二つの活動を背景に形成されていった。一つはイギリスの大学への留学
生の数を増やすために様々なプログラムを展開したブリティッシュ・カウンシル
の活動である。同組織の活動は政治目的というよりは、イギリスの大学の経営状
態を良好にすることを「主たる」目的としたものであった。もう一つは、イタリ
ア政府によるラジオ・バーリ（Radio Bari）を通じた反英プロパガンダへ対処す
るためのイギリス放送協会国営放送協会（British Broadcasting Corporation; BBC）
を通じた様々な活動である。イタリア政府によるメディアを通じた反英プロパガ
ンダは、地中海帝国建設を目指すムッソリーニが、これを遂行するためにイギリ
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スの中東における影響力を損なうことを目的とするものであった (13)。そのため
にイギリス政府としても、対抗措置をとる必要があったのである。一つ目に掲げ
たブリティッシュ・カウンシルは、このイタリアのプロパガンダへの対抗という
役割も引き受けたものであった (14)。1930 年代、こうした背景から意識的に始め
られた活動は、軍事的・政治的なプロパガンダとは区別され、戦後の文化外交の
一つの系譜となった。
　CRD は、これらの組織を意識しつつ異なる役割が期待される中で活動を展開
していった。CRD は市民レベルの国際組織や諸活動、国際会議や展覧会などに
おいて影響力を行使することを任務とし、くわえてドイツをはじめとした大陸欧
州の占領政策や 1946 年の UNESCO 創設以降は、同機構との関係から派生する諸
事への対処も要請されていくことになる (15)。そのなかでも　発足直後から特に
期待された活動は国際的青年組織へ「共産主義が浸透すること」を可能な限り阻
止することであった (16)。政治的・軍事的プロパガンダとは区別される対外文化
政策の領域が、一般の人々を対象としたものとして立ち上がってきたということ
は、それまで政治外交に影響力をもたないとされてきた一般大衆が一定の影響力
を持ち始めたことを示すものであったともいえよう。
第２節　共産主義への対抗手段の模索
（１）世界民主青年同盟（WFDY）問題
　1945 年 7 月の総選挙の結果を受けて新首相となったアトリー（Clement Atlee）
は、同年 11 月に開催が予定されていた世界青年会議（World Youth Congress）の
ロンドンでの開催を許可した。世界青年会議には共産主義の影響が浸透している
ゆえ、同会議のロンドン開催は避けるべきであるとの CRD の判断があったにも
かかわらず、アトリーが同会議のロンドン開催を許可した判断の背景には、明示
的な根拠のない場合にはソ連に有利なように解釈するという彼の思考様式があっ
た。これは戦時中の少なからぬイギリスの外交官に共有された対ソ姿勢の傾向で
もあり、アトリーにおいては国際主義的組織への信奉さえ強く見られたとされ
る (17)。くわえて反共としても知られていたアメリカ大統領ローズベルトの夫人
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エレノア・ローズベルト（Eleanor Roosevelt）さえもが、これを後押ししたこと
も影響していた形跡がある (18)。
　世界青年会議のロンドン開催には CRD だけではなく、その青年の国際活動組
織が共産分子との関係が明白であることを理由に内務省も反対していたが、そう
した懸念は現実のものとなった。ロンドンで開催されたこの世界青年会議の結
果、世界民主青年同盟（World Federation of Democratic Youth; WFDY）が創設され、
これがソ連の影響下におかれた国際組織となったのである (19)。
　こうした事態になった事後対応が CRD に課せられることとなり、その陣頭に
立ったのが CRD 局長のモンタギュー＝ポロック（William Montagu-Pollock）であっ
た。ポロックの考えでは、WFDY のイギリスの拠点そのものを直接取り除くこ
とは、共産主義者の強い抵抗が予測されるためほぼ不可能であった。そこで考え
だされたのが、WFDY に対抗する組織を創出し、それによって望ましくないと
思われる WFDY の活動を阻害するという手法であった。これはいわば市民レベ
ルの国際組織を政府が「操作」することで特定のイデオロギーに対処していこう
とするものであり、そのような組織と政府との関係は極秘裏とされた (20)。こう
しても戦後において前衛組織を通じた対外文化政策の展開が企図されたのであ
る。
　1946 年の春頃から、CRD は対抗組織の立ち上げにあたって、イギリス国内の
非共産主義の青年グループと接触した。その主要人物が、ウェルトン（Elizabeth 
Welton）であった。国民自主青年組織（National Voluntary Youth Organization）の
書記であった彼女は、共産主義組織に対抗して活動する組織の立ち上げに協力す
る意志を示し精力的に動いた。欧州各国で活動する反共産主義リーダーと連絡を
取り合い、そのうちスウェーデン、デンマーク、そしてスイスに反共産主義のグ
ループが形成されたことを確認している。さらにフランス、ベルギー、オランダ
などでも反共グループの活動が立ち上がりつつあり、これらのグループと連携す
るために現地へ赴き接触する計画を立てた (21)。
　このとき大陸ヨーロッパで反共産主義活動をするものは、たとえそれが西側国
家に拠点を置くものであっても、共産主義側によって「粛正」されるという噂が
流れていた。ウェルトンもこれに不安を感じていたことから CRD は彼女が大陸
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欧州へ出発するにあたって、事前に入念な準備と訓練を施した。また彼女の身辺
の安全確保のために MI5 が協力する手はずになっていた (22)。これが一つの端緒
となり、CRD と MI5 は、以後、協力関係をもつようになる。
（２）英国学生国民同盟（NUS）問題
　WFDY とは別に、CRD がこの時期に大いに懸念していたのがイギリス学生国
民同盟（National Union of Student in Britain; NUS）への共産主義の浸透であった。
1946 年 5 月、同年 8 月にプラハで開催予定であった国際学生大会への参加を望
んでいた NUS は、圧倒的な資金不足のためプラハまでの旅費を捻出するために、
外務省へ資金提供要請の打診をおこなった。共産主義を帯びていることを疑われ
ていながら、外務省へ接近するという NUS の「現実感覚を逸脱した」行動に驚
きつつも、CRD 側は資金提供という道具を用いて NUS を制御する方針をとるよ
うになる (23)。
　NUS がプラハの会合への参加を強く希望していることが明らかになると、そ
の参加をきっかけに明示的に共産主義の影響下にある組織を生み出すことになっ
てしまうのではということが懸念された。政府が承認した行動のもとでソ連の影
響力を帯びた WFDY の発足を許容してしまった失態を繰り返すことへの恐れが
強く抱かれたのである。そこで今回は、NUS のプラハ行きを可能な限り阻止す
る対応策が、まずは検討された (24)。一方、CRD と協力関係を持つようになった
MI5 は、NUS 構成員の背景調査に乗り出した。その結果、NUS の総裁を筆頭に
主要な幹部が共産党員であることが判明し、その他に 1945 年 11 月の世界青年会
議の開催にも関わった人物も含まれていることが明らかになった (25)。
　このような状況の中で CRD は NUS のプラハ学生大会への出席を阻止する企
てと並んで、その他に二つの作戦を描いていた。一つは NUS に対抗しうる非共
産主義の国際青年学生組織を作り出すこと、もう一つは NUS に対して直接工作
を施し、その内部に反共産主義分子を植え付けるというアイディアであった。こ
のような対応策を協議する過程で CRD の内部では極めて激しい反共姿勢が呈示
された。実際に実行するにあたって最も有効であろうと考えられたのが対抗組織
を作り出すという方針であるとされたものの、こうした協議がさかんになされた
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1946 年夏の時期において、なおそのような組織を立ち上げる手がかりさえつか
めていない状況であった (26)。その一つの背景には、戦時中に展開されたプロパ
ガンダに対する抵抗感から、戦後、政府内ではその流れを汲む印象を持つ対外文
化政策を一歳停止していたことがある。こうした中で CRD は、対外文化政策を
実行する機関として唯一存在していたブリティッシュ・カウンシルに対して、共
産主義に対するその無策について非難を浴びせかけた。これは政治性を抜き取っ
た文化政策の意義の再考を迫るものとなり、イギリスにおける文化政策そのもの
のあり方と再編を巡る議論を政府内に引き起こすことになった (27)。
　文化政策に対する本質的な議論の重要性もさることながら、さしあたって懸案
のプラハでの国際学生大会までに何らかの対処をしなければならず、時間はほ
とんど残されていなかった。それまでに対抗組織の立ち上げが不可能である以
上、別の方法を考えねばならなかった。NUS のプラハ行きを阻止することは現
実には不可能であろうというのが、CRD およびチェコスロヴァキア駐在大使ニ
コラス（Sir Patrick Nicholas）の見解であった。となれば方法はただ一つ、「NUS
内部に反対分子を埋め込む」ことしか残されていなかった。しかしプラハ大会
に参加する使節団には、熱心な共産主義者として知られていたホッカム（Kutty 
Hookham）が含まれており、それゆえそこに並の非共産主義学生を送り込んだと
しても、あまり効果があがらないことが予想された (28)。プラハ会議およびその
後の NUS についての史料は非公開あるいは存在そのものが確認できないため、
詳細不明だが、以下に見るようなその後の CRD の対応から NUS の共産化の程
度が高まったことが、すなわちソ連の影響力が増したと判断できる状態になった
ことが推測される。
第３節　民間対抗組織の立ち上げ：世界青年集会（WAY）の創設
（１）創設過程の諸困難
　NUS のプラハ国際学生大会参加に対して何ら有効な手を打てなかったことか
ら、その後、WFDY に対抗する非共産主義国際市民組織の立ち上げの重要性に
改めて注目が集まり、集中的に作業が進められた。1946 年暮れから 1947 年の年
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明けころになって、ようやく組織の立ち上げの見込みが見え始めてきた。その
ための準備作業はウェルトンにくわえて、教育省からささやかな助成金を受け
て創設されたイギリス青年グループの統括組織である、社会サービス国民会議
（National Council of Social Service; NCSS）の書記をつとめていたヘインズ（George 
Haynes）が中心となって進められた。フランス、ベルギー、オランダのヨーロッ
パ諸国にくわえてアメリカにおける同様な動きと連動すべく、各国運動の代表と
協議を重ねた。CRD としては、こうした国際的な連携においてイギリスが主導
権をとることを望んでいたことから、国際的対話を積極的に支援した。そのため
には国家予算の取り付けが必要であったため、CRD 主導で「WFDY つぶし」の
準備が行われていることが明らかになることは避けられねばならなかった。とい
うのは労働党議員の中には WFDY の活動が政府主導で阻害されることを望まな
いものが少なからずいると考えられていたため、立ち上げ準備を進めている組織
が WFDY と対抗させるものであるということは、どうしても隠蔽する必要があっ
た。こうしたことから創設を目指しているのは青年のための「国際組織」である
点を強調していくことに注意が払われるようになった (29)。
　やがて CRD レベルで極秘裏に事を進めることに限界を感じた外務政務次官マ
クニール（Hector McNeil）は、閣僚レベルの合意を取り付けることが望ましい
と考えるようになった。1947 年 2 月、マクニールはチュータ＝イード（James 
Chuter-Ede）内務大臣とクリップス（Stafford Crips）大蔵大臣にそれぞれ面会し、
MI5 の収集した証拠を示した上で、ソ連の影響力拡大の事実と CRD が進めてい
る計画の一部を呈示し協力を求めた。両者とも MI5 の収集した証拠をそのまま
受け入れることに慎重であり、まともには取り合わなかった。なお悪いことにク
リップスは、隠密かつ個人的にではあったが WFDY と NUS の双方に関係を持っ
ていたことから、マクニールに強い敵意をもって遇した (30)。
　対抗組織を立ち上げるという CRD の計画は、まずはロンドンで国際青年会議
（International Youth Congress）の開催を実現することから進められた。ただその
活動はモスクワから支援を受けている WFDY と比較するとあまりにも頼りのな
いものであった。そこで CRD は計画遂行を後押しする工作に着手した。その布
石として CRD 局員は NCSS の会合に出席した。同組織の傘下として国民青年会
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議を開催することになっていたためである。ここで CRD 局員が目にしたものは、
幹部の無気力さとモスクワの勢力に怯える恐怖心であった。そこで、まずはこう
した雰囲気を払拭することが必要であるとの判断から、CRD が直接 NCSS の活
動に介入することになった。そして CRD 局長のモンタギュー＝ポロックと青年
組織側のウェルトンが中心となって、CRD 局員を用いて WFDY に接近し、ここ
の構成員らに対して WFDY を脱退し国際青年会議に参加するように、「間接的な」
説得工作を開始した (31)。
　国際青年会議は 1948 年 8 月に、ロンドンのウェストミンスターのチャーチハ
ウス（Church House）で開催された。CRD は、ソ連の新聞における同会議の取
り扱いと、これに対する非難の程度から、今回の企ては大成功であったと評価
している。実際、ロンドンでのこの会議と前後して NUS はモスクワ指令の共産
主義者らの影響を希薄化させ、最終的には WFDY の傘下から離脱した。こうし
た状況に鑑みて、WFDY への対応策としては、その活動を直接阻害する手法や、
内部に反対分子を送り込んで操作する手法（CRD 内部文書では「トロイの木馬」
方式と呼ばれている）よりも、対抗組織を立ち上げて対立させる手法こそが最も
有効であることが実証されたと CRD は判断した。そして国際青年会議をもとに
常設組織の世界青年集会（World Assembly of Youth; WAY）を立ち上げるに至っ
た。これはイギリスにおいて、戦後初めて政府が文化政策実施の立場から極秘裏
に設立した国際民間組織であった。なおこれと同じ年に、アトリー政権は、ソ連
のプロパガンダに包括的に対抗するための部局である情報調査局（IRD）を立ち
上げ、以後、同機関が冷戦期のイデオロギー対立の中で重要な働きをすることに
なる (32)。
（２）世界青年集会（WAY）と政治との連関性
　WFDY の対抗組織である WAY の立ち上げにまで漕ぎ着いたものの、その先
にはなおも困難が控えていた。イギリス政府だけでなくアメリカ政府の中に
WFDY の支持者がいたためである。イギリスではクリップス蔵相がこれにあた
る人物であることはすでに触れた通りである。これほどの大物の政治家ではなく、
末端の役人ではあったがアメリカにおいても政府部内に WFDY の関係者が存在
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した。在仏アメリカ大使館に勤務するキーニー（Sturgeon M. Keeney）がこれで
あり、彼は WFDY の指導部員でもあった。それにくわえてキーニーはユネスコ
の国内委員会の全米代表もつとめる人物であった。そこで WAY の最初の任務の
一つは、キーニーに接触し、彼の影響力を抜き取ることであった (33)。
　それ以上に WAY にとって、着手しなければならない大仕事はクリップス蔵相
を説得することであった。この企てにはベヴィン（Ernest Bevin）外相と彼の側
近も参画した。すでに触れた通り、この仕事は困難を極めた。それはクリップス
が WFDY の組織化を支援していただけでなく、政府が政策を実行するために必
要な予算を認可する権限を持つ蔵相の地位にいたためであった。CRD 局員はベ
ヴィン外相に対して、クリップスの説得が困難であることを説明するために、以
前、これを試みた際に MI5 の収集した証拠さえも受け付けなかったことを伝え
ている (34)。
　クリップスの直接説得は困難であることから、政権内における WAY への支持
拡大のための工作が 1948 年の 4 月から本格的に進められた。その際にアメリカ
側を巻き込むことが画策され、NCSS のヘインズを通じてエレノア・ローズベ
ルトの WAY に対する支持取り付けを図った。また十分な共産主義者ではないこ
とを理由として WFDY 書記から除名された人物を担ぎだし、その内情を暴露さ
せ、いかに WFDY がモスクワ指令の共産主義勢力の影響下におかれているかに
ついての材料を集めた。そしてベヴィン外相を通じて、前蔵相のドルトン（Hugh 
Dalton）と労働党総書記フィリップス（Morgan Phillips）から、WAY の支援に関
して大きな関心を持たせることに成功した (35)。
　こうした政府内工作が一定の効果をもたらし、教育省を通じて WAY の運営費
を獲得できる見込みが立った。しかし教育省の規定により、WAY の活動は国外
活動の扱いとなり資金を出すことができないという問題につきあたった。WAY
発足の基盤となった国際青年会議に対して教育省は補助金を出していたが、これ
については国内活動であると判断されたためであった。実際に WAY の活動が国
内向けであると強弁することは難しかった。表向き「国際組織」である点を強調
して創設されたからである。いずれにせよ教育省の資金では WAY の活動に必要
な資金をカバーすることは困難であることが明らかになった。国際青年会議の資
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金を流用することも検討されたが、WFDY に対して「効果的な対抗活動」を展
開するためには最低でも年間 9000~10000 ポンドの資金が必要であると見積もら
れていた。となると外務省からの資金援助がどうしても必要であるということに
なり、したがって蔵相のクリップスを説得することは避けて通れないことになっ
た (36)。
　ベヴィン外相は、創設された WAY の活動内容に資金を与えることは無理とし
ても、常設事務局設置の資金を与えることは可能であろうかとクリップスに打診
し、そのためには 500 ポンドの資金でもよいともちかけた。無論、500 ポンドで
は WAY の活動を到底まかなえないのであるが、不足分は当面アメリカからの支
援を取り付けることを期待し、以後、徐々に WAY のための外務省予算を拡大す
るという見通しのもと、こうした要請を呈示してみたのであった。クリップスは
ベヴィンの要請に対して、WAY が実質的活動をするに足る額でないことから妥
協することとなり、常設事務局設置に必要な予算を承認した。しかしそれは外務
省に対する予算ではなく、教育省に対して配分するとの条件を付けた。これは予
算の使途に制約をつけるためであった。あわせてこの件についてクリップスは、
トムリンソン（George Tomlinson）教育大臣から、この予算の件について保証す
るよう確約を取り付けた (37)。これに先立って予算配分問題について CRD は教育
省と事前に協議を行っていたのであるが、この場において外務省によって「解釈
の技術」が駆使されることにより、本来は教育省の管轄外である国外の活動に対
して資金を拠出させられる方針が定められたことに、教育省側は不快感をあらわ
にしていた (38)。またクリップスにしても、今回の予算承認は WAY そのものを許
容したがゆえに与えたものではなかった。WFDY の熱心な共産主義者ホッカム
の国外移動は外務省によって制限づけることが試みられていたが、これに対して
クリップスがホッカムに便宜を払っていたことも明らかになっている (39)。
第４節　活動予算問題
　こうしてひとまず WAY は一定の予算を獲得し活動を開始するものの、その後、
活動資金の確保には常に窮することになる。活動予算不足は対外文化政策として、
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WAY の立ち上げを主導した CRD 自身も直面した問題であった。
　1949 年の中華人民共和国の成立やソ連の核武装、その翌年の朝鮮戦争などを
経て、英米の政治指導者らの冷戦認識は先鋭化していった。そして各政策分野に
おいて、より強硬な対ソ政策が思考される傾向が高まっていった。少なくとも「冷
戦思考」が当てはめられた政策には予算がつきやすい状況がますます高まって
いった。その中で、もともと限られた予算で活動していた CRD は、「わかりや
すい効果」をもたらしていないことから、いっそう予算縮減圧力が高まっていっ
たのである。
　CRD は WAY の活動資金について、発足後一定期間を経て、WAY が活動資金
を独自に集め政府予算から自律して活動することを、元々想定していた。表向き
WAY は民間組織であり、政府の前衛組織ではないことになっているからである。
ところが WAY の自己資金調達はいっこうに進まず、資金面での政府依存状態が
続いた。WAY が政府に予算から自律して自己資金調達の努力を欠いていた背景
の一つとして、主要な対抗組織である WFDY が全面的にソ連政府の支援のもと
に活動していることに接して、自らの資金も政府から支援されることを当然視す
る発想があったことが指摘されている。そのような中で、冷戦認識が先鋭化する
につれて政府全体で対ソ政策の予算を効果的に配分するという思考が強まり、効
果が証明しにくい文化政策予算、特に CRD の予算は縮減の圧力にさらされていっ
た。そのようなこともあって、CRD としてもいつまでも予算面で政府に依存し
ている WAY に十分な予算をまわす余裕が、ますます無くなっていった。こうし
た状況が 1950 年になるとより鮮明になっていった。こうした中で CRD は、冷
戦の文脈に文化政策を関連させ、WAY の活動資金にあてるため NATO から補助
金を引き出す方針をとるようになった (40)。これは、実質的にはアメリカからの
援助に期待するという発想であり、WAY を立ち上げた頃から CRD 内ではおなじ
みの思考であった。
　CRD をめぐる政府内の予算の配分について問うことは、隠密の対外文化政策
の意義を問うことと等しかった。CRD 側は、外務省の全情報部局関係を取り仕
切る担当者とこの点について 1951 年 11 月、協議をもった。1951 年に、アトリー
労働党政権からチャーチル保守党政権に交代したことが、CRD の意義を再確認
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する背景の一つにあった。この協議において CRD に付与された主たる役割は、
共産主義傾向を帯びているイギリス及び西欧全体の若者に「解毒剤」を供給する
ことであるとされ、そのためにアメリカ及び西欧各国、特にフランス当局との連
携が欠かせないとの見解が共有された。一定の役割が割り振られたという点にお
いては CRD にとって望ましいことであったが、しかし反面これには CRD にとっ
てのみならず、イギリス政府にとって好ましくない要素が含まれていた。という
のは、「解毒剤」として大陸において有力視されていたのが全欧州における連邦
主義であり、これは国家の主権を制限するものとしてイギリス政府が望まないも
のであったと同時に、フランスとアメリカが支持していた欧州の将来像でもあっ
たからだ。CRD の活動を推進するためにアメリカやフランスとの連携を強める
ことで、同盟国から資金を引き出すことが容易になると同時に、その流れにそっ
て事を進めれば欧州における連邦主義を活性化することにつながってしまうこと
を意味していたのであった (41)。こうしたことを背景として、CRD や WAY の活
動は縮小こそしなかったものの拡大もせずという状態が続いた。
　大陸欧州ではフランスが主導するヨーロッパ統合の動きが形をなしてくる中
で、アメリカとフランスが支持を与えている連邦主義運動と連動せざるを得ない
WAY のプロジェクトを通じて、イギリス政府が望まない連邦主義を鈍らせるこ
とにも力を割かねばならなかった。つまり限られたリソースで反共活動と反連邦
主義運動の双方を展開しなければならない状態におかれたのであった (42)。
　CRD に対するイギリス政府からの予算配分は、保守党政権に交代した後には
相対的に安定したものの、WAY そのものに対する予算は小規模にとどまった。
そこでイーデン（Anthony Eden）外相や当時外務閣外相だったロイド（Selwyn 
Lloyd）がたびたび大蔵省に働きかけたものの、WAY のための資金を引き出すこ
とは難航を極めた。蔵相のバトラー（Rab Butler）が、同組織の活動が連邦主義
を促進する可能性の存在を根拠として、提供する資金の増額を頑に拒んだためで
あった (43)。
　実際に WAY が大蔵省から供給を受けていた資金は年額で 700 ポンドに過ぎな
かった。イーデンらの働きかけによっても事態の打開が見られないことに業を
煮やした WAY イギリス書記長のページ（Ian Page）は直接大蔵省に書簡を送り、
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いかに共産主義の影響が西欧の若者に浸透しているかを示しつつ、7000 ポンド
の資金提供を要請した。ページが示した「共産主義浸透の事実」に対して大蔵省
は多少の動揺を見せたものの、バトラー蔵相は資金提供については拒否の態度を
崩さなかった。その他、WAY に残されていた道はアメリカの各財団からの資金
援助を増額してもらうことであったが、しかしこれに対しては植民地省が明示的
な不快感をあらわにし、この動きを阻害する構えを見せた。アメリカで高まって
いる市民レベルでの反植民地の動きが、この資金提供によってイギリスに及ぶこ
とを懸念したからであった (44)。
　しかし 1955 年になると、WAY の海外拠点の多くはアメリカの財団の支援のも
とで活動をする組織となり、もはやイギリスの影響力はほとんど及ばない状態に
なった。それは資金供給において不足があったためばかりではない。WAY のイ
ギリス委員会が、あまりにも公然と世界レベルでリーダーシップをとろうとし
ようとしたことが、国際組織としての多様性を維持したいと考えた世界各国の
WAY 組織の反発を招いたのであった。イギリス委員会が示した世界レベルでの
リーダーシップ追求の姿勢は、CRD が WAY 予算を獲得すべく、「イギリスの国益」
を過度に強調したことによって非常に強められたものとなっていた。特にフラン
スのWAYでは、リーダーシップをとろうとするイギリスを、「（文化領域における）
アングロサクソン優位を浸透させる企ての表れ」であるとして、明示的に抵抗を
示すようになった (45)。
　その後、WAY のイギリス委員会は、活動の軸を国際共産主義運動に対抗する
ことから、イギリスを出入りする青年組織の人の移動の制御についてイギリスの
国益の観点から関与していく方針へと徐々に移行していった。特にコモンウェル
ス間の若者層の移動に対する支援などに力を入れていった。そのような中で何度
か組織の存在意義が問われたり、更なる予算削減に危機に直面したりしながらも、
「共産主義への対抗」よりも「若者層を通じた文化政策」に力点を転じた CRD の
方針が、デタント期以降の国際関係と一定の親和性をもつことになり、1965 年
にはむしろ予算が増額され活動を継続していった (46)。
　こうして CRD と WAY との関係、そして形成された文化政策の作動空間は、
その後、状況の変化に応じて柔軟に形を変えながら存続を続けていくことになる。
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おわりに
　戦後、対外文化政策の政治的展開を企図して創設された CRD は、後にイギリ
ス政府のプロパガンダを総合的に担うことになる IRD とは異なり、公然とした
宣伝による共産主義への対抗というよりは、目立たない形態による影響力の浸透
を通じた共産主義への対抗を冷戦期において担った。それが民間組織を通じた影
響力の行使であった。こうした目的で設立された WAY はある局面では強く政府
の政策の道具として動き、また別の局面では自立的な活動を展開することが期待
されていた。いわば状況依存的性質を持つ組織によって、展開される対外文化政
策の作動空間がここに生成したとみることが出来る。
　そして、その状況依存性を具体的に規定したのが予算配分の状況であった。す
なわち予算が政府から配分される活動は、政治的意図のもとに展開されるものと
なり、自己調達資金によって展開される活動は政府から一定の自由を獲得するこ
とができるというのがその建前であった。こうしたところに、イギリスの対外文
化政策の作動空間の特質が立ち現れてくることになった。政治的であるが政府の
完全なエージェントではないという民間組織のあり方である。こうした曖昧とも
見える政府組織的性質と民間組織的性質の間を揺れ動く組織形態は、国家にとっ
ての意義と市民にとっての意義の双方を獲得しうるという意味で、対外文化政策
の具体的展開の一つのあり方として注目に値する。こうした対外文化政策の作動
空間の形成が、戦後直後のイギリスにおいてみられたことは興味深い。
　なお、これは冷戦初期、一方でプロパガンダをになう IRD がまだ発足してお
らず、また他方で政治からの独立を建前とするブリティッシュ・カウンシルの政
治利用が困難な状況において、共産主義浸透へ対処していかねばならないという、
いわば状況への現実的対応から生み出された文化政策の作動空間であった。つま
り制度設計が先行する演繹的空間形成ではなく、あくまでも現状に対応し、可能
な範囲で対応を試みるという帰納的空間形成であった。上からの一方的な制度設
計と必ずしも親和的でない文化政策にとって、ある時期固有の事情によって成立
した組織や作動空間の遺産を状況に即して変化させつつ利用することは、きわめ
て重要なことと考えられる。その意味で戦後直後の CRD の活動は、対外文化政
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策のあり方一般にとって一定の現代的意義を持つものといえよう。
注
(1)  本稿では対外文化政策という言葉を明確に定義して用いるのではなく、議論の可能
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